
三重県における補助金等の基本的な在り方に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第５条の規定により
平成２４年第２回定例会（１１月）に係る予算に関する補助金等に係る資料を公表します。
なお、見込みであるため交付決定とは異なる可能性があります。

第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：防災対策部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
2-1 地域減災力強化
推進補助金

未定
（事業実施市町）

未定 地震、津波等の自然災害
からの被害を軽減し、災害
発生時の孤立化を防止す
るとともに、避難者への支
援を行うため、津波避難施
設の整備や避難所の耐震
化、衛星携帯電話の整
備、避難所の資機材整備
などを実施する市町に対
し、その経費の1/2以内を
補助する。

地震、津波等の自然災
害からの被害の軽減、避
難所の環境整備等を促
進することにより、県民の
生命、身体の安全を確保
する。

⑤シビルミニマム
避難対策、強震動対策、孤
立化防止対策、避難所対
策として、県民の生命、身
体の安全を確保する必要
がある。

防災企画・
地域支援課

総務費防災費防災総
務費
地震対策費

電話 059-224-2119

番号

2012年11月20日
連絡先
総務部
財政課

支出科目室（課）名公益性の判断及び理由交付の目的、根拠及び理由事業内容交付予定額
（予定時期）

補助事業者等の氏
名及び住所補助金等の名称

防災対策部 １



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：健康福祉部）  (単位：千円)

款 項 目 事業名
2-1 地域医療体制再構
築事業

伊賀市立上野総合市
民病院
伊賀市四十九町831

15,000
（未定）
医師不足の著しい伊賀地
域における医療体制の再
構築を図るために必要な
経費の一部を補助する。

地域の医療課題を解決
するため「健康福祉部関
係補助金等交付要綱」に
基づき、補助金を交付す
る。

地域が抱える医療課題を
解決するための施策を推
進し、医療機能の強化、医
療従事者の確保等を図る
ため、三重県地域医療再
生計画に基づく事業を支援
することにより、地域の医
療体制の再構築が図られ
るものであり、公益性があ
る。

地域医療推
進課

衛生費 医薬費 医務費 救急医療対
策費

2-2 同上 紀南病院組合立紀南
病院
南牟婁郡御浜町阿田
和4750

41,183
（未定）
医師不足の著しい東紀州
地域における医療体制の
再構築を図るために必要
な経費の一部を補助する。

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

2-3 安心こども基金保育
基盤整備事業費補
助金

熊野市
熊野市井戸町796

12,480
(H24.12）
保育所の計画的な整備等
に対して補助を行う。

保育基盤の整備を行うた
め「健康福祉部関係補助
金等交付要綱」及び「安
心こども基金保育基盤整
備事業費補助金交付要
領」に基づき、補助金を
交付する。

保育所等の整備や保育の
質向上を図るものであり、
公益性がある。

子育て支援
課

民生費 児童福
祉費
児童福
祉総務
費

安心こども
基金保育基
盤整備事業
費

支出科目事業内容 交付の目的、根拠及び理由 公益性の判断及び理由 室（課）名番号 補助金等の名称 補助事業者等の氏名及
び住所

交付予定額
（予定時期）

健康福祉部 1



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：農林水産部 ） (単位：千円)

款 項 目 事業名
2-1 林道施設災害復
旧事業費補助金
(24災)

いなべ市
員弁町笠田新田11
１

16,000
(未定)
林道施設の災害復旧事業
に要する経費を補助する。

（目的・理由）
林道施設の災害復旧事業に
要する経費に対して補助金を
交付し、林業の維持を図り、
その経営の安定に寄与する。
（根拠）
農林水産業施設災害復旧事
業費国庫補助の暫定措置に
関する法律
三重県補助金等交付規則
三重県農林水産部関係補助
金等交付要綱

公共財
林道は、道路交通法に規
定された道路であり、一般
交通の用に供された道路
であることから、その復旧
事業については、公益性を
有していると判断される。

治山林道課 災害復
旧費
農林水
産施設
災害復
旧費

林野災
害復旧
費

林道施設災害
復旧事業費

2-2 同上 津市
津市西丸之内23-1

39,971
(未定)
同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

2-3 水産物供給基盤
機能保全事業費
補助金

明和町
明和町馬之上
９４５

62,500
（H24.12）

効率的で効果的な漁港・漁
場施設の更新を図るため、
漁港・漁場施設の老朽化
状況を調べる機能診断の
実施及び機能診断結果に
基づく機能保全計画の策
定並びに機能保全計画に
基づく漁港・漁場施設の保
全工事を行う市町に補助
する｡

（目的・理由）
これまでに整備されてきた漁
港施設における健全度を把
握し、計画的な修繕及び保全
工事を行うことにより、当該漁
港施設を長寿命化し、ライフ
サイクルコストの最小化を図
る。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交
付要綱

市場の不完全性
広く漁業者が共同利用す
る施設であることから公益
性を有するとともに、市場
が不完全であり施設整備
に多額の費用を要すること
から、国庫補助による公共
事業として国、県の補助金
によらなければ事業実施
が困難である。

水産基盤整備
課

農林水
産業費
水産業
費
水産基
盤整備
費

市町営水産物
供給基盤機能
保全事業費

2-4 同上 伊勢市
伊勢市岩渕1丁目7
番29号

17,500
（H24.12）

同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

公益性の判断及び理由 課名
支出科目

番号 補助金等の名称
補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

農林水産部 1



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：農林水産部 ） (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

2-5 三重県経営体育
成促進事業費補
助金

上野土地改良区
伊賀市上野丸之内
１８２－３

36,927
(H24.12)
農業の生産性向上のた
め、担い手への農用地の
利用集積を図る。

（目的・理由）
農業の生産性向上を図るた
め、担い手への農用地利用
集積の促進を目的として、基
盤整備の事業費償還にかか
る支援を行うことにより、農地
の貸出者の負担軽減を図
る。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交
付要綱

外部（不）経済
農地を集積することで効率
的に食料自給率を向上さ
せることを目的とする当事
業は、民間で取り組む可能
性が無く、県が関与するこ
とは妥当である。

農業基盤整備
課

農林水
産業費
農地費土地改
良費
高度水利機能
確保基盤整備
事業費

2-6 中山間地域等直
接支払事業交付
金

大紀町
度会郡大紀町滝原
１６１０番地１

10,217
(H25.1）
中山間地域等における耕
作放棄の未然防止を図る
ため、条件不利農地の耕
作者に対して、生産条件格
差相当額を交付する。

(目的・理由）
中山間地域等において農業
生産の維持を図りつつ公益
的機能を確保するために耕
作放棄の主要因である生産
条件の格差を補正する。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交
付要綱

外部（不）経済
生産条件が平地に比べ不
利である中山間地域等の
農地の適正管理を促進す
ることにより多面的機能を
維持する事業であり、公的
関与が必要である。

同上 同上 同上 中山間
振興費
中山間地域等
直接支払事業
費

農林水産部 2



第１号様式（条例第５条関係）
予算に関する補助金等に係る資料

（部局名：農林水産部 ） (単位：千円)

款 項 目 事業名
公益性の判断及び理由 課名

支出科目
番号 補助金等の名称

補助事業者等の氏
名及び住所

交付予定額
（予定時期）

事業内容 交付の目的、根拠及び理由

2-7 林道施設災害復
旧事業費補助金
(24災)

大台町
大台町佐原750

105,306
(未定)
林道施設の災害復旧事業
に要する経費を補助する。

（目的・理由）
林道施設の災害復旧事業に
要する経費に対して補助金を
交付し、林業の維持を図り、
その経営の安定に寄与する。
（根拠）
農林水産業施設災害復旧事
業費国庫補助の暫定措置に
関する法律
三重県補助金等交付規則
三重県農林水産部関係補助
金等交付要綱

公共財
林道は、道路交通法に規
定された道路であり、一般
交通の用に供された道路
であることから、その復旧
事業については、公益性を
有していると判断される。

治山林道課 災害復
旧費
農林水
産施設
災害復
旧費

林野災
害復旧
費

林道施設災害
復旧事業費

2-8 同上 熊野市
熊野市井戸町796

20,048
(未定)
同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

2-9 同上 御浜町
御浜町大字阿田和
6120-1

21,895
(未定)
同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上 同上

2-10水産物供給基盤
機能保全事業費
補助金

鳥羽市
鳥羽市鳥羽
３－１－１

18,000
（H24.12）

効率的で効果的な漁港・漁
場施設の更新を図るため、
漁港・漁場施設の老朽化
状況を調べる機能診断の
実施及び機能診断結果に
基づく機能保全計画の策
定並びに機能保全計画に
基づく漁港・漁場施設の保
全工事を行う市町に補助
する｡

（目的・理由）
これまでに整備されてきた漁
港施設における健全度を把
握し、計画的な修繕及び保全
工事を行うことにより、当該漁
港施設を長寿命化し、ライフ
サイクルコストの最小化を図
る。
（根拠）
農林水産部関係補助金等交
付要綱

市場の不完全性
広く漁業者が共同利用す
る施設であることから公益
性を有するとともに、市場
が不完全であり施設整備
に多額の費用を要すること
から、国庫補助による公共
事業として国、県の補助金
によらなければ事業実施
が困難である。

水産基盤整備
課

農林水
産業費
水産業
費
水産基
盤整備
費

市町営水産物
供給基盤機能
保全事業費

農林水産部 3


